
目 的 積 立 金 1¶648¶038 1¶116¶522 1¶889 2¶762¶671 （注４）（注５）

そ の 他 � 145¶807 ` 74¶067 � 219¶875 （注６）

計 11¶203¶365 2¶407¶680 75¶957 13¶535¶088

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 � 3¶836¶434 � 1¶039¶331 � 64¶653 � 4¶811¶112 （注６）

損 益 外 減 損 損 失 累 計 額 � 642 ` ` � 642

差 引 計 7¶366¶288 1¶368¶348 11¶303 8¶723¶333

Ê 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
Ê`１ 積立金の明細

（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

準 用 通 則 法 第 44 条 第 １ 項 積 立 金 6¶607¶181 1¶263¶565 ` 7¶870¶747 （注１）

準 用 通 則 法 第 44 条 第 ３ 項 積 立 金 1¶058¶922 469¶935 1¶434¶426 94¶431 （注１）（注２）

計 7¶666¶103 1¶733¶501 1¶434¶426 7¶965¶179

注記事項
１．当期増加額は、前期の利益処分によるものです。
２．当期減少額は、目的積立金を財源として業務を実施したことによるものです。

Ê`２ 目的積立金の取崩しの明細
（単位：千円）

区 分 金 額 摘 要

目 的 積 立 金 取 崩 額 教 育 研 究 業 務 充 実 積 立 金 317¶903 費用の発生（注１）

計 317¶903

そ の 他 教 育 研 究 業 務 充 実 積 立 金 1¶116¶522 資産の購入（注２）

計 1¶116¶522

注記事項
１．費用の発生は、目的積立金を財源として教育経費（94¶328千円）、研究経費（32¶559千円）、診療経費（75¶419千円）、教育研究支援経費（93¶131千円）、職員人件費（102千円）、一般管理費（16¶794

千円）が生じ、その他投資その他の資産（60千円）、長期前払費用（4¶345千円）及び前払費用（1¶162千円）を計上したものです。
２．資産の購入は、目的積立金を財源として土地（6¶927千円）、建物（519¶124千円）、構築物（82¶165千円）、車両運搬具（11¶466千円）、工具器具備品（493¶845千円）及びソフトウェア（2¶992千円）
を取得したものです。
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注記事項
１．当期増加は、施設整備費補助金を財源として建物（1¶101¶580千円）、構築物（19¶955千円）、機械装置（19¶431千円）、工具器具備品（149¶489千円）を取得したものです。
２．当期増加は、運営費交付金を財源として美術品・収蔵品（200千円）を取得したものです。
３．当期増加は、現物寄附として美術品・収蔵品（500千円）を取得したものです。
４．当期増加は、目的積立金を財源として土地（6¶927千円）、建物（519¶124千円）、構築物（82¶165千円）、工具器具備品（493¶845千円）、車両運搬具（11¶466千円）、ソフトウェア（2¶992千円）を取得した
ものです。
５．当期減少は、建物の除却によるものです。
６．当期減少は、建物、構築物、機械装置及び工具器具備品の除却によるものです。
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